
検証対象期間：平成３０年４月～令和４年３月

成田市議会基本条例 検証結果

令和４年実施
成田市議会

実　施　状　況 課　題・今後の方策

 第１章　総則

（目的）

第１条 この条例は，二元代表制の下，合議機関である議
会の役割を明らかにするとともに，議会運営にお
ける規範的事項を定めることにより，地方自治の
本旨に基づき市民の負託に的確に応え，もって市
民福祉の向上と市政の発展に寄与することを目的
とする。

 第２章　議会運営及び議員活動の原則

（議会運営の原則）

第２条 議会は，次に掲げる原則に基づき活動しなければ
ならない。
(1) 公平性及び透明性を確保し，市民に開か
　　れた議会運営に努めること。
(2) 議案の提出及び市長の提出する議案の修
　　正の権限を有することを踏まえて，市長
　　その他の執行機関の市政運営を常に監視
　　すること。
(3) 議会活動に市民参加の機会の拡充を図る
　　とともに，市民の多様な意見を基に政策
　　の立案，提言及び提案の機能の向上に努
　　めること。

市民に開かれた議会を目指し、障がい者へ
の配慮や児童などを連れて傍聴できるな
ど、傍聴規則の見直しを行うとともに、議
案に対しては附帯決議を行うなど市政運営
の監視に努めた。
また、市民の多様な意見を聴取する機会と
して、議会報告会や高校生との意見交換
会、委員会による関係団体との意見交換会
を実施した。

今後も新型コロナウイルス感染症
の対策を図りながら、本条の趣旨
に即した議会運営に努める。ま
た、コロナ禍でも市民参加や市民
の意見を聴取できる機会を検討す
る。

（議員活動の原則）

第３条 議員は，次に掲げる原則に基づき活動しなければ
ならない。
(1) 政策の立案，提言及び提案並びに審議を
　　通じて，議会の構成員としての役割を果
　　たすこと。
(2) 行政への監視機能を強化する観点から調
　　査及び研究を行い，行政を監視する責務
　　を果たすこと。
(3) 条例の制定，改廃等の議案の提出の権限
　　を積極的に行使すること。
(4) 多様な民意を反映させる代弁者であると
　　同時に，議会の構成員として，全体の奉
　　仕者及び代表者であることを自覚し，市
　　民福祉の向上を目指して活動すること。
(5) 議会が合議機関であることを認識し，議
　　員同士が積極的に議論し，結論を出す環
　　境づくりをすること。

災害時における議会としての役割を果たす
ため、成田市議会業務継続計画（議会ＢＣ
Ｐ）を策定した。また、成田市議会議員政
治倫理条例を制定したが、政策的な条例の
制定・改廃の事例はない。

　

今後も本条の趣旨に即した議員活
動に努める。

（会派）

第４条
第１項

議員は，議会活動を行うに当たり，政策を中心と
した同一の理念を共有する議員で構成する会派を
結成することができる。

会派を結成し活動している。
―

第４条
第２項

会派は，政策の立案，提言及び提案に当たり，必
要に応じて会派間で調整を行い，合意形成に努め
るものとする。

意見書や決議の提案に当たり、会派間で調
整し合意形成に努めた。

政策提言・提案に向けた会派間の
合意形成のための議論を深める。

議　会　基　本　条　例
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検証対象期間：平成３０年４月～令和４年３月

成田市議会基本条例 検証結果

令和４年実施
成田市議会

実　施　状　況 課　題・今後の方策議　会　基　本　条　例

 第３章　市民と議会との関係

（説明責任）

第５条
第１項

議会は，議会活動に関する情報を積極的に市民に
提供することにより，その透明性を高めるととも
に，市民に対する説明責任を十分に果たすものと
する。

議会活動の情報をより多くの市民に提供す
るため、議会だよりの「声の広報」を、
ホームページに掲載した。
一方で、新型コロナウイルス感染症の影響
により、対面による市民への説明機会が減
少した。

社会状況が変化した場合でも、市
民へ議会活動に関する情報を提供
できる手法について検討が必要で
ある。

第５条
第２項

議会は，本会議のほか，全ての委員会を原則とし
て公開するものとする。本会議及び委員会を公開
しない場合は，その理由を明らかにしなければな
らない。

全ての本会議及び委員会をケーブルテレビ
をはじめインターネット配信により公開し
たが、新型コロナウイルスの感染拡大の状
況により、傍聴の自粛を要請した事例が
あった。

引き続き取り組む。

（市民参加）

第６条
第１項

議会は，委員会の運営に当たり，公聴会制度及び
参考人制度を十分に活用し，市民の意見を聴いて
議会の討議に反映させるよう努めるものとする。

参考人制度は活用しているが、公聴会につ
いては開催事例なし。

公聴会制度や参考人制度について
は活用の余地がある。

第６条
第２項

市民からの請願及び陳情については，原則として
市民からの政策の提案と位置付け，その審議にお
いては，請願者及び陳情者の意見を聴く機会を設
けるよう努めるものとする。

請願者及び陳情者（審査対象のみ）からの
希望に基づき意見陳述の機会を設けてい
る。

意見陳述の在り方について検討す
る必要がある。

第６条
第３項

議会は，会期中であるか否かを問わず，市民との
意見交換の場を積極的に設け，市民の意見の把握
に努めるものとする。

新型コロナウイルス感染症の影響により、
市民との意見交換の場を設けることが難し
い状況であったが、一部の委員会におい
て、関係団体との意見交換会を実施した。

今後も必要に応じて、関係団体等
との意見交換を実施していく。

（議会報告会）

第７条
第１項

議会は，議会で行われた議案等の審議の経過及び
結果について市民に報告するとともに，市政全般
に関する諸課題について情報及び意見の交換を行
うために，議会報告会を開催するものとする。

H30年度（2会場／41名参加）
R1年度（2会場／63名参加）
R2年度（書面開催／アンケート2名）
R3年度（書面開催／アンケート7名）

市民の認知度向上への取組のほ
か、オンラインや動画配信など、
開催方法について検討が必要であ
る。

第７条
第２項

前項の議会報告会の運営に関し必要な事項は，議
長が別に定める。

― ―

（広報広聴活動）

第８条
第１項

議会は，市民の知る権利を保障し，市民の多様な
意見を把握して合議体としての意思決定に反映さ
せるため，広報広聴活動の充実に努めるものとす
る。

・議会報告会
（市民意見の取扱いの方針決定）
・高校生との意見交換会
（市外の高校に通学する市内在住の高校生を参
加対象に追加）

学生や若者世代、子育て世代、高
齢者や外国人、各種団体等、対象
者を絞った開催方法など、今後必
要に応じて検討する。

第８条
第２項

議会は，議会広報を発行し，議会活動に係る情報
を分かりやすく市民に提供するよう努めるものと
する。

・議会だよりのリニューアル（R2～）
（QRコードの活用、各委員会の質疑掲載、次回
定例会のカレンダー掲載等）
・設置場所の拡大（R2～）
（京成成田駅・公津の杜駅、小中義務教育学
校、高等学校）

内容の充実に向けて、他市の先進
事例を参考に、分かりやすい広報
紙となるよう取り組む。

第８条
第３項

議会は，情報技術の発達を踏まえた多様な広報手
段を活用することにより，多くの市民が議会及び
市政に関心を持つよう広報活動に努めるものとす
る。

・市議会ホームページの充実（R2～）
（議会だより用のバナー追加、キッズページ作
成、声の広報の音声ファイル配信等）

議案資料のホームページ掲載に向
けて調整段階であるが、SNS等の
活用など、今後必要に応じて検討
する。

第８条
第４項

議会は，市民の意向を把握し，議論を深めるた
め，必要に応じ市民アンケート，意見公募手続等
を実施するものとする。

・議会だより100号特別企画として、議会広
報に関するアンケート調査を実施した。

市民アンケートの活用など、今後
必要に応じて検討する。

第８条
第５項

議会は，前各項に規定する活動を行うため，議員
で構成する広報広聴委員会を設置する。

・設置済み
・委員数を8名から10名に増員（R1～）

引き続き取り組む。

第８条
第６項

前項の広報広聴委員会の運営に関し必要な事項
は，議長が別に定める。

― ―
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検証対象期間：平成３０年４月～令和４年３月

成田市議会基本条例 検証結果

令和４年実施
成田市議会

実　施　状　況 課　題・今後の方策議　会　基　本　条　例

 第４章　議会と市長との関係

（市長等との関係）

第９条
第１項

議員は，議会審議において，市長その他の執行機
関及びその職員（以下「市長等」という。）との
緊張関係の保持に努めなければならない。

質疑や一般質問等では緊張感を持ち活発な
議論を行っている。

引き続き緊張関係の保持に努め
る。

第９条
第２項

議員は，本会議における市長等との質疑応答にお
いては，広く市政上の論点を明確にするため，一
問一答の方式で行うことができる。

一般質問において一問一答方式を活用して
いる。

引き続き取り組む。

第９条
第３項

市長等は，本会議及び委員会において，議長又は
委員長の許可を得て，議員の質問及び質疑に対し
て，反問することができる。

本会議及び委員会における事例はあった
が、運用基準に基づかない事例も散見され
た。

運用基準を再確認し、理解を統一
する必要がある。

第９条
第４項

議員は，法令，条例等で定めるものを除き，市長
その他の執行機関に属する審議会等の委員に就任
してはならない。

適切に運用されている。 引き続き取り組む。

（議決事件の拡大）

第10条
第１項

地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下
「法」という。）第９６条第２項の規定により，
議会の議決すべき事件を定める場合は，その理由
を明確にしなければならない。

基本条例制定後は改正の事例なし。 現行通りで良いかを含め、議論が
必要である。

第10条
第２項

前項の議会の議決すべき事件は，成田市市政に係
る重要な計画の議決等に関する条例（平成２２年
条例第１３号）で定める。

― ―

（市長による政策等の形成過程の説明）

第11条
第１項

議会は，市長が提案する重要な政策等について，
議会審議における論点，情報等を整理し，その政
策等の水準，公平性及び透明性の向上のため，市
長に対し，次に掲げる事項の説明を行うよう求め
るものとする。
(1) 政策等を必要とする背景
(2) 提案に至るまでの経緯
(3) 市民参加の実施の有無及びその内容
(4) 他の自治体の類似する政策等との比較検
    討
(5) 基本計画における根拠又は位置付け
(6) 政策等の実施に係る財源措置
(7) 将来にわたる政策等の効果及びコスト

議会審議における論点、情報等を整理し、
その政策等の水準、公平性及び透明性の向
上に必要なものについて、適切に運用され
た。

現行の運用を継続するか検討が必
要である。

第11条
第２項

議会は，前項の政策等の提案を審議するに当たっ
ては，執行後における政策評価に資する審議に努
めるものとする。

決算特別委員会などにおいて、執行後にお
ける政策評価に資する検証を適切に実施し
た。

評価の更なる充実を図るため、検
証に必要な資料の検討が必要であ
る。

（予算及び決算の審議における政策説明資料の提出）

第12条 議会は，予算及び決算の審議に当たっては，市長
に対し，分かりやすい施策別又は事業別の政策説
明資料の提出を行うよう求めるものとする。

予算・決算においては、事業別の資料のほ
か、より詳細な審査を行うため、各種資料
の提出を求めている。

施策別又は事業別の政策説明資料
など、わかりやすく充実した資料
を求めていく検討が必要である。

（適正な議会費の確保）

第13条 議会は，二元代表制の趣旨を踏まえ，議事機関と
しての機能を充実させるため，必要な予算の確保
に努めるものとする。

必要な予算の要望は行っている。 今後も必要な予算の確保に努め
る。
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検証対象期間：平成３０年４月～令和４年３月

成田市議会基本条例 検証結果

令和４年実施
成田市議会

実　施　状　況 課　題・今後の方策議　会　基　本　条　例

 第５章　議会の機能の強化

（議員間の自由討議）

第14条 議会は，言論の府であることを十分に認識し，議
員相互の自由な討議を重視した運営に努めるもの
とする。

一部の委員会で自由討議を実施した。 自由討議の活用が少なかったこと
を踏まえ、運営方法や活用事例に
ついて研修を実施するなど、検討
が必要である。

（委員会）

第15条
第１項

委員会は，市政の諸課題に迅速に対応するため，
委員会の専門性及び特性を生かした適切な運営に
努め，所管する事務の調査の充実を図るととも
に，積極的な政策の立案，提言及び提案に努める
ものとする。

議案審査の更なる充実を図り、市政運営の
チェック機能をより強化するため、テーマ
を設け主体的に調査研究を実施した。ま
た、一部の委員会において、執行部に対し
提言を行った。

政策の立案・提言についてはそれ
ぞれの委員会の判断により取り組
んでいく。

第15条
第２項

委員会は，委員会の審査に係る資料等を積極的に
公開し，市民に分かりやすい議論を行うよう努め
なければならない。

傍聴者へは議員と同じ資料を提供（一部貸
与）している。

審査に係る資料のホームページ掲
載について検討する。

（議会事務局の体制整備）

第16条
第１項

議会事務局は，議員の議会活動に必要とされる行
政情報の提供に努めるものとする。

議員から求められた行政情報について、迅
速に対応し提供している。また、議員活動
に必要な資料等についても積極的に提供し
ている。

引き続き行政情報の収集にあたっ
ては議会事務局を活用する。

第16条
第２項

議会は，政策の立案，提言及び提案等の能力を向
上させ，議会活動を円滑かつ効率的に行うため，
議会事務局の調査及び政策法務の機能の充実強化
を図るものとする。

議事及び政策法務に関する研修に参加する
など、議会事務局の機能の充実強化を図っ
ている。また、法規事務を経験した職員も
配置している。

議会事務局の調査・政策法務の機
能強化のあるべき姿の議論を深め
る。

（議会図書室の活用）

第17条 議会は，議員の調査及び研究に資するために設置
する議会図書室の機能を充実させ，その活用を図
るものとする。

図書室の活用を図るため、新着図書の情報
提供を開始した。また、市立図書館と連携
し、レファレンスサービス（照会）を実施
するなど利便性の向上を図った。

必要な図書の選書等、更なる活用
を図るための検討が必要である。

（議員研修の充実）

第18条
第１項

議会は，議員の政策の立案の能力を向上させるた
め，議員の研修の充実に努めるものとする。

会派もしくは議員個々に研修に参加してい
る。

外部の研修も積極的に活用する。

第18条
第２項

議会は，研修の充実に当たり，広く各分野の専門
家を招いて研修会を開催するものとする。

議員団による専門家を招いた研修会を年
２，３回開催している。また、コロナ禍の
開催方法として、オンラインによる研修会
を開催した。

議員団以外の研修会の開催を検討
する。

（専門的知見の活用）

第19条 議会は，市政の諸課題に関する調査又は検討のた
め，必要があると認めるときは，専門的知見を活
用し，議会の討議に反映させるよう努めるものと
する。

有志による活用の事例はあるが、議会とし
て学識経験者に調査を依頼した案件はな
い。

引き続き、必要に応じ、専門的知
見の活用を図る。

（政務活動費）

第20条
第１項

議員は，政務活動費が議員の調査研究その他の活
動に資するために交付されるものであることを認
識し，成田市議会政務活動費の交付に関する条例
（平成１３年条例第４号。以下「政務活動費条
例」という。）に定めるところにより政務活動費
を適正に執行しなければならない。

各自領収書を精査し、取扱基準に定める按
分率を活用している。

今後も適正な執行に努める。

第20条
第２項

議員は，政務活動費の使途については，常に透明
性を確保しなければならない。

平成30年度分より、領収書をインターネッ
トで公開することで、透明性の確保を図っ
た。

引き続き取り組む。

第20条
第３項

議長は，政務活動費の収支報告書を積極的に公表
しなければならない。

これまでの収支報告書の公開に加えて、平
成30年度分より、領収書をインターネット
で公開し、積極的な公表に努めた。

引き続き取り組む。

（議会改革の継続）

第21条 議会は，社会環境の変化及び新たに生じる市政の
諸課題に適切かつ迅速に対応するため，議会運営
に係る不断の評価及び改善に取り組まなければな
らない。

新型コロナウイルス感染症の感染状況に応
じ、アクリルパネルや質問席を設置するな
ど、感染対策を実施しながら、議会運営を
行った。

引き続き、社会環境の変化に対応
しながら、機能を損なわない議会
運営を行うとともに、継続的に議
会改革に取り組んでいく。
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検証対象期間：平成３０年４月～令和４年３月

成田市議会基本条例 検証結果

令和４年実施
成田市議会

実　施　状　況 課　題・今後の方策議　会　基　本　条　例

 第６章　議員の政治倫理，身分及び待遇

（議員の政治倫理）

第22条 議員は，市民の代表として名誉及び品位を損なう
行為を慎み，その地位を利用して不正の疑惑を持
たれるおそれのある行為をしない等，議員として
の責務を正しく認識し，議会の一員として，その
使命の達成に努めなければならない。

成田市議会議員政治倫理条例（令和２年４
月1日施行）を制定した。

成田市議会議員政治倫理条例の運
用について検討が必要である。

（議員定数）

第23条
第１項

議員定数は，成田市議会議員定数条例（平成１４
年条例第４４号。以下「議員定数条例」とい
う。）で定める。

― ―

第23条
第２項

議会は，議員定数条例の改正に当たっては，公聴
会制度，参考人制度等を活用し，市民の意見，市
政の現状及び課題並びに将来の予測及び展望を十
分に考慮するとともに，市の人口，面積，財政力
等を勘案し，議員定数を定めなければならない。

― ―

（議員報酬）

第24条
第１項

議員報酬は，議会の議員の議員報酬及び費用弁償
等に関する条例（昭和３１年条例第２４号。以下
「議員報酬等条例」という。）で定める。

― ―

第24条
第２項

議員報酬等条例の改正に係る議案を提出しようと
する場合は，公聴会制度，参考人制度等を活用
し，あらかじめその概要を広く市民に公開し，市
民の意見を聴取して提出するものとする。

― ―

（最高規範性）

第25条 この条例は，議会運営における最高規範であっ
て，議会は，この条例の目的に反する議会に係る
条例，規則等の制定又は改廃を行ってはならな
い。

基本条例の目的を逸脱することなく、委員
会条例及び会議規則の改正並びに成田市議
会議員政治倫理条例を制定。

議会に係る例規の改正において
は、常に基本条例の目的に反する
ことのないよう対応する。

（検証）

第26条 議会は，この条例の目的が達成されているかどう
かを常に検証し，必要があると認めるときは，こ
の条例の改正を含め，適切な措置を講ずるものと
する。

前回の検証から４年が経過した令和４年に
議会運営委員会が主体となり実施。

検証の結果によって措置を講ずる
必要があると判断されれば適切に
反映する。

 第７章　条例の最高規範性及び検証
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